
年 月 日

個人番号

個人番号

③市町村民税世帯非課税者であって、
課税年金収入額と【遺族年金※・障害年金】の収入額、その他の合計所得金額の合計額が年額80万円以下で
す。 （受給している年金に○して下さい。以下同じ。）

※ 寡婦年金、かん夫年金、母子年金、準母子年金、遺児年金を含みます。以下同じ。

申請者が被保険者本人の場合には、下記について記載は不要です。
申請者氏名 連絡先（自宅・勤務先）

□
④市町村民税世帯非課税者であって、
課税年金収入額と【遺族年金※・障害年金】の収入額、その他の合計所得金額の合計額が年額80万円を超
え、120万円以下です。

預貯金、有価証券等の金額の合計が②の方は1000万円(夫婦は2000万円)、③の方は650万円(同1650万円)、
④の方は550万円(同1550万円)、⑤の方は500万円(同1500万円)以下です。

※第２号被保険者(40歳以上64歳以下)の場合、③～⑤の方は1000万円(夫婦は2000万円)以下です。

( )※

円
※内容を記入して下さい

円
その他

（現金・負債
を含む）

介護保険負担限度額認定申請書

年 月 日

（申請先）

市（町村）長

次のとおり関係書類を添えて、食費・居住費（滞在費）に係る負担限度額認定を申請します。

入所（院）した
介護保険施設の
所在地及び名称

(※) 連絡先

住 所
連絡先

フ リ ガ ナ 被保険者番号

生 年 月 日

被保険者氏名

年 月 日

入所（院）年月日

（※） 年 月 日
(※)介護保険施設に入所（院）していない場合及び
ショートステイを利用している場合は、記入不要です。

配 偶 者 の 有 無

配
偶
者
に
関
す
る
事
項

左記において「無」の場合は、以下の「配偶者に関する事項」については、記載
不要です。

有 ・ 無

課 税 状 況

□ ①生活保護受給者／②市町村民税世帯非課税である老齢福祉年金受給者

収入等に関
す る 申 告

□
⑤市町村民税世帯非課税者であって、
課税年金収入額と【遺族年金※・障害年金】の収入額、その他の合計所得金額の合計額が年額120万円を超え
ます。

フリガナ

氏 名

注意事項
(1) この申請書における「配偶者」については、世帯分離をしている配偶者又は内縁関係の者を含みます。
(2) 預貯金等については、同じ種類の預貯金等を複数保有している場合は、そのすべてを記入し、通帳等の写し

を添付してください。
(3) 書き切れない場合は、余白に記入するか又は別紙に記入の上添付してください。
(4) 虚偽の申告により不正に特定入所者介護サービス費等の支給を受けた場合には、介護保険法第22条第１項

の規定に基づき、支給された額及び最大２倍の加算金を返還していただくことがあります。

生年月日

市町村民税 課税 ・ 非課税

預貯金等に
関する申告
※通帳等の写しは
別 添

預貯金額 円 有価証券
(評価概算額)

住 所
連絡先

本年1月1日
現在の住所
(現住所と
異 な る 場
合 )

申請者住所

□

本人との関係

□

別添様式１



別添様式２

同 意 書

市（町村）長 殿

介護保険負担限度額認定のために必要があるときは、官公署、年金保険者又は銀行、信

託会社その他の関係機関（以下「銀行等」という。）に私及び私の配偶者（内縁関係の者を含

む。以下同じ。）の課税状況及び保有する預貯金並びに有価証券等の残高について、報告を

求めることに同意します。

また、貴市（町村）長の報告要求に対し、銀行等が報告することについて、私及び私の配

偶者が同意している旨を銀行等に伝えて構いません。

年 月 日

＜本人＞

住所

氏名

＜配偶者＞

住所

氏名



貴管内住所
（ 任 意 ）

性 別 男　　・　　女

現 住 所

被保険者氏名

別添様式３

平成・令和 ▲▲ 年対 象 年

フ リ ガ ナ

文 書 番 号
年 月 日

長様

市（区町村）長

介護サービス利用者の非課税年金の受給状況について（照会）

生年月日 明・大・昭　　年　　月　　日

（介護保険担当課御中）

　令和 ●● 年度の特定入所者介護（予防）サービス費の利用者負担段階判定
の資料として、次の者に係る令和 ▲▲ 年の非課税年金情報が必要ですので、
貴市（区・町・村を含む。以下同じ。）が把握している直近の令和 ▲▲ 年の
非課税年金情報（複数受給している場合は、その全て）に関して、折り返しご
回答下さるようお願いします。また、次の者に係る非課税年金情報を貴市が把
握していない場合又は令和 ●● 年の１月１日時点で貴市内に住所が無い場合
は、転入前住所の記入又は住民票の写しの送付をお願いいたします。



別添様式４

平成・令和 ▲▲ 年

有　　・　　無

転 入 前 住 所 地

平成・令和　　年　　月　　日　転入

※　下欄に転入前住所の記入又は住民票の写しの送付をお願いいたします。

対象年の翌年の１月１日時点の当市（区・町・村）内における住所の有無

（２）非課税年金情報「無」の場合又は対象年の翌年の１月１日時点の住所が「無」の場合

年 金 種 別 年金保険者

（ コ ー ド ） （コード）

支 払 額

明・大・昭　　年　　月　　日

被保険者氏名 性 別 男　　・　　女

住 所

基礎年金番号

（回答欄）

（１）非課税年金情報「有」の場合

情報作成年月日 平成・令和　 年　 月　 日

照会対象者に係る
非課税年金情報の有無

有　　・　　無

介護サービス利用者の非課税年金の受給状況について（回答）

文 書 番 号
年 月 日

長様

市（区町村）長

　令和　 年　 月 　日付けで照会がありました次の者に係る令和 ▲▲ 年の
非課税年金情報について、下記のとおり回答します。

対 象 年

（介護保険担当課御中）

（照会対象者）

フ リ ガ ナ 生年月日



 

老 介 発 1 1 1 3 第 １ 号 

令 和 元 年 11 月 13 日 

 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省老健局介護保険計画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「金融機関本店等に対する一括照会の実施について」の 

一部改正について（通知） 

 

 

今般、「金融機関本店等に対する一括照会の実施について」（平成 27 年３月 31 日

老介発 0331 第３号厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）の一部を別紙の新旧対照

表のとおり改正し、令和２年４月１日から適用することとしました。 

従来は、当該通知に基づく金融機関本店等に対する一括照会の際、申請者本人の同

意書を添付することとしていましたが、この度、これを不要とすることとしました。

なお、同意書の取得そのものは引き続き必要である取扱いは変わらない点につき、ご

留意いただきますようお願いします。 

当該内容について、御了知の上、管内保険者へ周知いただきますようお願いします。 

 

参考資料１




○「金融機関本店等に対する一括照会の実施について」 

（平成 27 年３月 31 日老介発 0331 第３号厚生労働省老健局介護保険計画課長通知） 

改正後 現行 

 

１ （略） 

２ 実施方法 

（１）～（４） （略） 

（５）照会方法 

ア （略） 

イ 本店等一括照会は、調査書（別紙様式）の別紙１に次の①から⑤の事項の

記入を行った上で、上記（２）へ郵送することにより行う。 

 

 

ウ （略） 

エ 削る 

 

 

（６） （略） 

３ 本店等一括紹介の留意点 

（１） （略） 

（２）保険者において不正受給の疑いがある場合等、真にやむを得ない理由によ

り上記２の（４）以外の状況（口座の異動明細等）が必要な場合は、予め取引

支店等を特定した上で、本店等一括照会によらず、当該取引支店等、銀行等が

指定する照会先に直接、郵送により照会を行う（照会文書には、同意書を保険

者において保管している旨を付記するものとする）。その際は上記２の（５）

のアの内容に加えて可能な範囲で判明している科目名、口座番号等を記入する

とともに、極力、照会事項を特定すること。その際の様式は任意とするので、

別紙様式は使用しないこと。 

なお、保険者において取引支店等を特定できていない場合には、必ずあらか

じめ本店等一括照会により取引支店等を特定のうえで、当該取引支店等、銀行

等が指定する照会先に対して照会を行うこと。 

（３）銀行等及びゆうちょ銀行より同意書（写）の送付を求められた場合は、速

やかに提供すること。このため、保険者においては、同意書を常に保管してお

くこと。 

 

４ （略） 

 

 

 

 

 
１ （略） 

２ 実施方法 

（１）～（４） （略） 

（５）照会方法 

ア （略） 

イ 本店等一括照会は、調査書（別紙様式）の別紙１に次の①から⑤の事項の

記入を行った上で、特定入所者介護（予防）サービス費の支給申請時等に保

険者に提出された本人の同意書（写）を添付のうえ、上記（２）へ郵送する

ことにより行う。 

ウ （略） 

エ 上記イにおいて添付する同意書（写）は、調査対象者である申請者等及び

申請者等の配偶者が個々に調査に同意していることがわかるものとするこ

と。 

（６） （略） 

３ 本店等一括紹介の留意点 

（１） （略） 

（２）保険者において不正受給の疑いがある場合等、真にやむを得ない理由によ

り上記２の（４）以外の状況（口座の異動明細等）が必要な場合は、予め取引

支店等を特定した上で、本店等一括照会によらず、当該取引支店等、銀行等が

指定する照会先に直接、同意書（写）を添付のうえ、郵送により照会を行う。

その際は上記２の（５）のアの内容に加えて可能な範囲で判明している科目名、

口座番号等を記入するとともに、極力、照会事項を特定すること。その際の様

式は任意とするので、別紙様式は使用しないこと。 

なお、保険者において取引支店等を特定できていない場合には、必ずあらか

じめ本店等一括照会により取引支店等を特定のうえで、当該取引支店等、銀行

等が指定する照会先に対して照会を行うこと。 

 

 

 

 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

別紙 



 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               老介発 1113 第１号 

令和元年 11 月 13 日 

 

 

   各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

 

 

 

                     厚生労働省老健局介護保険計画課課長 

 

 

金融機関本店等に対する一括照会の実施について 

 

 

 特定入所者介護（予防）サービス費の支給に当たっては、これまで介護保険法施行規則

（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 83 条の５第４号に掲げる者に係る同条に規定する市町村

の認定（以下「課税層の特例減額措置」という。）を除き資産は勘案せず所得の状況等を

しん酌して判断していたところ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）第５条の規定による改正後

の介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 51 条の３第１項及び第

61 条の３第１項の規定により、平成 27 年８月１日から、支給に当たって資産を勘案する

こととされました。これに伴い、特定入所者介護（予防）サービス費の支給に当たって、

課税層の特例減額措置以外についても各保険者は預貯金の照会を必要に応じて実施するこ

ととなりました。 

これを受け、都市銀行、地方銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟銀行、信用組合及

び信用金庫等（以下「銀行等」という。）に対する法第 203 条に基づく資料の提供等につ

いて、より効果的な手法である銀行等が指定する本店・本部・センター等（以下「本店等」

という。）への一括照会（以下「本店等一括照会」という。）を下記により平成 27 年７月

から実施することとするとともに、これまで既に本店等一括照会と同様の取扱いを行って

いたゆうちょ銀行への照会について、取扱いを整理しました。ついては、これらの取扱い

に遺漏なきよう管内保険者への周知方よろしくお取り計らい願います。 

 なお、本通知については、一般社団法人全国銀行協会、一般社団法人全国信用金庫協会、

一般社団法人全国信用組合中央協会及び株式会社ゆうちょ銀行と協議済みであることを念

のため申し添えます。 

 

記 

 

１ 銀行等が指定する本店等への一括照会について 

これまで、各保険者が複数の取引銀行支店や取引店（以下「取引支店等」という。）

に別々に照会をしていたものを、本店等一括照会とすることによって、各保険者の事務

負担の軽減につながるとともに、より多くの取引支店等の状況も把握できるようになる

ことから、資産の確認を効率的、効果的に実施できるものである。 

参考資料 

（改正後全文） 



 

２ 実施方法 

（１）本店等一括照会を行う銀行等の範囲 

各保険者が本店等一括照会を行う銀行等の範囲は、別途送付する照会先一覧に掲げ

る銀行等である。 

 

（２）本店等一括照会の依頼先 

本店等一括照会の依頼先は、銀行等が指定する本店等とする。 

銀行等は本店等一括照会の目的に反しない範囲で、地域（東京・名古屋・大阪等）

毎に本店等を指定でき、各保険者は、指定された本店等に依頼を行えば、当該銀行等

の日本国内全店舗における回答を得られるものとする。 

なお、各銀行等の具体的な照会先は別途送付する照会先一覧に明記する。 

 

（３）調査対象者 

本店等一括照会による調査対象者は、原則として、特定入所者介護（予防）サービ

ス費の支給申請者、不正受給が疑われる者（以下「申請者等」という。）及び申請者

等の配偶者（内縁関係の者も含む。以下同じ。）に限るものとする。 

 

（４）照会内容 

   本店等一括照会の照会内容は、次の二点とする。 

ア 口座の有無 

イ 口座が「有」の場合の取引店（ゆうちょ銀行の場合は口座記号番号）及び調査時

点の残高 

 

（５）照会方法 

ア 本店等一括照会の調査書については、別紙様式によることとする。 

イ 本店等一括照会は、調査書（別紙様式）の別紙１に次の①から⑤の事項の記入を

行った上で、上記（２）へ郵送することにより行う。郵送は、照会に必要な書類と

返信用の封筒（料金受取人払又は切手を貼付した返信先（保険者）の住所と宛名を

書いたもの）を同封のうえ行うこと。 

①漢字氏名 

②カナ氏名 

③性別 

④生年月日 

⑤現住所 

イ 調査書については、別紙様式によることとする。 

ウ 調査依頼時点ですでに調査対象者の取引支店等が判明しているものの、判明して

いる取引支店等以外における口座の有無等について調査を行うために本店等一括照

会を行う場合には、当該銀行等への調査書に判明している取引支店等や口座番号等

を可能な範囲で記入すること。 

 

（６）銀行等による回答 



ア 銀行等は保険者から上記（５）に基づく照会が行われた場合、当該銀行等の日本

国内全店舗（事務・システム上の事情から調査困難な店舗がある場合には、当該店

舗を除く。）における上記（４）の内容を調査し、回答する。 

イ 銀行等による上記アの回答は、当該銀行等の回答を保険者が予め調査書を送付し

た際同封した返信用の封筒に封入し郵送することにより行われる。この場合の回答

は別添を参考とした任意の書面とし、銀行等における内部帳票等により代えること

ができることとしているので、銀行等により様式が異なることに留意すること。 

 

３ 本店等一括照会の留意点 

（１）本店等一括照会は平成 27 年８月以降の特定入所者介護（予防）サービス費の支給に

関するものであって、平成 27 年７月１日以降、保険者が郵送するものから実施する。

なお、申請日が平成 27 年７月以前のものであっても、平成 27 年８月以降の支給に関

するものであれば対象となる。 

 

（２）保険者において不正受給の疑いがある場合等、真にやむを得ない理由により上記２

の（４）以外の状況（口座の異動明細等）が必要な場合は、予め取引支店等を特定し

た上で、本店等一括照会によらず、当該取引支店等、銀行等が指定する照会先に直接、

郵送により照会を行う（照会文書には、同意書を保険者において保管している旨を付

記するものとする）。その際は上記２の（５）のアの内容に加えて可能な範囲で判明

している科目名、口座番号等を記入するとともに、極力、照会事項を特定すること。

その際の様式は任意とするので、別紙様式は使用しないこと。 

なお、保険者において取引支店等を特定できていない場合には、必ずあらかじめ本

店等一括照会により取引支店等を特定のうえで、当該取引支店等、銀行等が指定する

照会先に対して照会を行うこと。 

 

（３）銀行等及びゆうちょ銀行より同意書（写）の送付を求められた場合は、速やかに提

供すること。このため、保険者においては、同意書を常に保管しておくこと。 

 

４ ゆうちょ銀行への本店等一括照会の留意点 

   ゆうちょ銀行の口座については、各地域に設けられている貯金事務センターにおい

て管理しており、当該貯金事務センターに照会することにより。調査が可能な体制が

既に整備されている。今般の銀行等に対する本店等一括照会の実施に併せ、ゆうちょ

銀行に対する照会については以下のとおり整理することとする。 

（１）基本的には下記（２）を除き銀行等への本店等一括照会と同様の取扱いであること。 

 

（２）銀行等への本店等一括照会と異なる点は次の通りであること。 

  ア ゆうちょ銀行では取引店の表記が無いこと。 

  イ 調査書（別紙様式）の別紙については、別紙２を用いることとすること。 

  ウ 口座の記号（記号が判明していない場合は、調査対象者の住所地の都道府県）に

より照会先の貯金事務センターが異なること 

  エ 口座の異動明細等が必要な場合の照会先も、個別の支店ではなく、貯金事務セン

ターとなること。 




